
⦿届け出の際に、ご自分の店舗について、以下の点を確認の上、届け出の際に添付してください。

■

■

■

■

■ ■ 公開可 □ 公開不可

◎届け出内容に変更が生じた場合や喫煙可能室を廃止する際は、改めて届出が必要となります。

法・条例に基づく喫煙可能室設置に係る届出書　チェックリスト

　（初めて届出を行う場合は、①法に基づく届出書、②条例に基づく届出書の２種類が必要です）

※喫煙可能室には、20歳未満の方は立ち入ることができません。
   店内の全部を喫煙可能室とした場合は、20歳未満の方の入店ができなくなりますので、ご注意ください。

１　ご自分の店舗が以下の喫煙可能室の設置要件に該当するかを確認した

■ （１）２０２０年４月１日以前から営業している飲食店である　　※ 届出書に営業許可日を記載してください

■ 　ア　たばこの煙が、喫煙可能室の外（店外）に流出しないよう、壁・天井等によって区画されている

■ （２）客席の部分の床面積が１００㎡以下である（　　６０　　　㎡）　　※100㎡＝30.25坪＝64.57帖

■ （３）資本金の額又は出資の総額が５千万円以下である（会社により営まれている場合のみ）

■ （４）従業員がいない。または従業員がいる場合は、全員から喫煙可能室の設置に係る承諾書を得ている

■ （５）上記（１）から（４）の要件に該当する旨を示す書類を保管している

２　ご自分の店舗の喫煙可能室は技術的基準に適合しているかを確認した

（１） ≪喫煙可能室（店）の技術的基準≫施設の全部を喫煙可能室とする場合

□ 　ア　総揮発性有機化合物の除去率が95%以上である

（２） ≪喫煙可能室の技術的基準≫施設の一部に喫煙可能室を設置する場合

□ 　ア　出入口において、喫煙室の外側から内側に流入する空気の気流が、0.2ｍ毎秒以上である

□ 　イ　たばこの煙が、喫煙可能室の外に流出しないよう、壁・天井等によって区画されている

□ 　ウ　たばこの煙が施設の屋外に排気されている

（３） ≪喫煙可能室の技術的基準（経過措置※）≫施設の一部に喫煙可能室を設置する場合

※　建物の構造上、新たにダクトを通せない等、管理権原者の責めに帰さない事由がある場合は、
　２（２）に代えて、以下の要件を満たす脱煙機能付き喫煙ブースを設置することができます

□ 　イ　装置により浄化され、室外に排気される空気の浮遊粉じん量が0.015mg/㎥以下である

□ 　ウ　喫煙ブースから排出された気体が室外に排気されている

（４） ≪喫煙可能室の技術的基準≫施設の一部に喫煙可能室を設置する場合（禁煙・喫煙を階で分ける場合）

□ 　ア　喫煙階から禁煙階に煙が流出しないよう、壁、天井等により区画されている

※　２階を喫煙可能室とする場合、１階と２階の階段に扉を設置する等の区画しなければなりません

３　ご自分の店舗の該当場所の出入口の見やすい箇所に次の標識が容易に識別できるよう掲示されている

（１） ２（１）施設の全部を喫煙可能室とする場合

① 「喫煙可能室設置施設標識」　　※店の主たる出入口に掲示

■ 　ア　喫煙可能室が設置されている旨（喫煙可能店である旨）

■ 　イ　当該場所が20歳未満の立入が禁止されている旨

（２） ２（２）、（３）、（４）施設の一部に喫煙可能室を設置する場合

① 「喫煙可能室標識」　　※喫煙可能室の出入口に掲示

□ 　ア　当該場所が喫煙可能室である旨

□ 　イ　【２（３）に該当する場合のみ】喫煙可能室の技術的基準が経過措置を講じている旨

４　届出書は、記載漏れがないかを確認した

５　店内で喫煙できる旨を県ＨＰ等で公開してよいか回答した。

□ 　イ　当該場所が20歳未満の者が立入禁止である旨

② 「喫煙可能室設置施設標識」　　※店の主たる出入口に掲示

□ 　ア　喫煙可能室が設置されている旨

令和 ○年 ○月 ○○日

上記について相違ありません。

施設名称／氏名【 コバトン食堂／大宮 太郎】

１～５の項目について、当てはまるか確認の上、プルダウンで■を選んでください。

（１と４は全項目、２は（１）～（４）のいずれか１つの全項目、３は（１）か（２）のいず

れか１つの全項目、５はいずれか１つの項目を確認、選択してください。）

客席面積を記載してください。

（客席面積は、客席から明確に

区分できる厨房、トイレ、廊下、

会計レジ、従業員専用スペース

等を除いた面積）

２（１）～（４）のうち当てはまる（ ）の全項目

が適合しているか確認してください。

（多くの飲食店は（１）に該当します）

３（１）、（２）のうち当てはまる（ ）の全項

目が適合しているか確認してください。

（多くの飲食店は（１）に該当します）

２（３）の場合は、３（２）②イに適合する必要

があります。（２（２）の場合は、適合不要）

日付、施設名称及び氏名を記

載し、保健所に提出する際に

持参又は添付してください。

個人経営の場合は、（３）の書類

の保存は不要です。

※従業員とは、同居の親族や家事使用人等以外の労働者をいう。

①従業員がいない場合の保存書類

（１）直近の確定申告書（青色申告者は青色申告決算書の損益計算書、白色申

告者は収支内訳書の表紙）の写し（税務署の受付印又は電子申請等証明書の

あるもの）

（２）（１）で従業員への給料賃金の支払いがあった場合は、従業員名簿等の従

業員の採用及び退職又は解雇の年月日を証明する資料

（３）同居の親族を使用する場合は、（１）に加えて住民票等の同居の親族であ

ることを証明する書類

（４）家事使用人を使用する場合は、（１）に加えて雇用契約書等の家事使用人

であることを証明する書類

②従業員がいる場合の保存書類

全ての従業員から提出された様式第１号の承諾書

店内で喫煙できる飲食店として、公開して

よい場合は、公開可を選択してください。


